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はじめに 
 
 2017 年に「教育職員免許法施行規則の一部改正」が行われ、教職課程においては「教育の基
礎的理論に関する科目」として「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解」
に関する科目が新しく必修の学習事項として 1 単位設置された。これにより 2019 年 4 月以降
に入学するすべての教職課程履修者はこの特別支援教育に関する科目の単位修得が要件となり、
本学においても「特別支援教育論」が開講予定である。これを受け本稿では、まず特別支援教
育制度とインクルーシブ教育システムの中での特別支援教育の位置づけについて概観する。そ
して教職課程における特別支援教育に関する科目の必修化の必然性とコアカリキュラムにおけ
る教育内容について示した後、その授業の方法の一つとして障害の「疑似体験」を使った障害
理解について現状を把握し考察を行う。 
 
 
1. 特殊教育から特別支援教育への発展的転換―特別支援教育制度の整備と開始 
 
文部科学省は、障害のある子どもの教育に関して、障害の多様化や重複化、ノーマライゼー
ションの進展、本人や保護者のニーズの高まりなど様々な情勢の変化の中で、2001 年に「21
世紀の特殊教育の在り方について～一人一人のニーズに応じた特別な支援の在り方について～ 
（（最終報告）」をまとめ、障害のある子ども及び保護者に対して乳幼児期から学校卒業まで一
貫した相談支援体制の整備や、対象となる児童生徒やその対応について幅広い視点から提言を
行った（文部科学省、2001）。これ以降、特殊教育から一人ひとりのニーズに応じた特別な支
援の教育体制の整備・推進に関して多くの議論が行われてきた。 
これらの内容の実施に向けて 2002 年 4 月には学校教育法施行令の改正が行われ、障害のあ
る児童生徒の就学基準や指導の在り方を見直し新しい制度での就学手続きが開始された（文部
科学省、2002）。視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者及び病弱者の障害種の
それぞれについて、その障害の有無だけではなく、それによる困難と環境との相互作用の中で
障害の程度を捉え、場合によっては特別支援学校ではない学校に就学することも可能となる制
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度に変更したのである。これにより、障害種というくくりを越えて、一人ひとりのニーズに合っ
た学校選択の可能性が広がった。 
同 2002 年には「特別支援の在り方に関する調査研究協力者会議」が始まり、2003 年に「今
後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」が出された。そこでは、（1）特別支援教育
の在り方の基本的考え方、（2）特別支援教育を推進する上での学校の在り方、（3）特別支援教
育体制を支える専門性の強化がまとめられ、「特殊教育」から「特別支援教育」への転換、「特
別支援学校（仮称）」「特別支援教室（仮称）」の設置、「個別の教育支援計画」の作成、「特別支
援教育コーディネーター」の配置、広域特別支援連携協議会等の整備などが盛り込まれた（文
部科学省、2003）。ちなみに「特別支援教室」が設置される前からすでに「通級指導教室」に
おいて「通級による指導」は 1993 年から行われており、対象は言語障害、情緒障害、弱視、
難聴、肢体不自由、病弱・身体虚弱のある児童生徒で、当時自閉症や選択性かん黙児は情緒障
害に含まれていた（文部科学省、1993）。 
一方で、2002 年 12 月には、2003 年度を初年度として十年間を計画期間とした「障害者基
本計画」が閣議決定され、障害のある子どもの一人ひとりのニーズに応じ、乳児期から学校卒
業後まで一貫した計画的な教育や療育、学習障害、注意欠陥／多動性障害、自閉症などを含め
た教育・療育に特別のニーズのある子どもへの適切な対応が基本方針として示された（内閣府、
2002）。特にその中の「重点施策実施 5 か年計画」を受けて、2004 年 1 月には文部科学省より
「小・中学校における LD（学習障害），ADHD（注意欠陥／多動性障害），高機能自閉症の児
童生徒への教育支援体制の整備のためのガイドライン（試案）」が示され、教育行政担当者用、
学校用、専門家用、保護者・本人用のガイドラインがまとめられた。そこでは「個別の支援計
画」の作成・実施、「特別支援教育コーディネーター」の指名と、校務分掌への位置づけ、巡回
相談や専門家チーム等との連携などが盛り込まれ、これに沿って各学校は特別支援教育体制の
整備を進めることとなった（文部科学省、2004a）。 
2004 年 12 月には「発達障害者支援法」が公布され、発達障害は「自閉症、アスペルガー症
候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障
害であってその症状が通常低年齢において発現するもの」と定義された（文部科学省、2004b）。 
2005 年には、中央教育審議会が「発達障害のある児童生徒等への支援について（通知）」を
発表し、2009 年度までを目途に、発達障害の児童生徒への教育支援体制の整備を目指すとして、
発達障害者支援法の中でも特に教育の部分について留意すべきことに、早期発見、各都道府県
への委託事業、教員の専門性の向上などを揚げた（文部科学省、2005a）。 
そして 2005 年 12 月の「特別支援教育を推進するための制度の在り方について（答申）」に
おいて、特別支援教育の基本的な理念と姿勢として、特別な場で教育を行う「特殊教育」から
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一人一人のニーズに応じた適切な指導及び必要な支援を行う「特別支援教育」への発展的転換
を発表した。具体的には、「複数の障害に対応した教育を行う学校の設置を可能にするものであ
るが、これまでのように特定の障害に対応した学校を設けることも可能である。具体的にいか
なる障害に対応した教育を行う学校とするかについては、地域における教育のニーズ等に応じ
て弾力的に判断されることになる」として、①これまでの盲・聾・養護学校を障害種にとらわ
れない学校制度にし、かつ地域での教育ニーズに対応したり連携をしたりするために特別支援
学校に特別支援教育のセンター機能を持たせること、②LD、ADHD、高機能自閉症の子ども
を「通級による指導」の対象とすること、③教員等の専門性を強化するための免許制度の改善
として「特別支援学校教員免許状」の保有の義務づけなどを挙げた（文部科学省、2005b）。 
これらを受け「学校教育法施行規則の一部改正」（2006 年 4 月施行）では、「通級による指
導」に関する内容や留意点が示された。これにより、LD、ADHD の子どもが「通級による指
導」の対象となったほか、これまでの「情緒障害者」を整理し直し「自閉症」と「情緒障害者
―選択性かん黙等」とに分けることで、それぞれの障害種に対してより弾力的で適切な指導・
支援が指向されるようになった（文部科学省、2006a）。 
また「学校教育法等の一部改正」（2007 年 4 月施行）を受けた「「特別支援教育の推進につ
いて（通知）」では、特別支援学校制度の創設や教育職員免許法の一部改正に関する通知がなさ
れた（文部科学省、2006；2007）。これらにより、ひととおり特別支援教育の理念や制度の整
備や取り組みなどが示され、これまでの「障害」による分離教育から、障害種を考慮しつつも
障害種にはとらわれずに一人ひとりの教育ニーズに合った教育を提供する「特別支援教育」が
日本の学校教育で開始されることとなった。この転換を支え影響を与えた大きな流れにインク
ルーシブ教育がある。次にインクルーシブ教育システムと特別支援教育について概観する。 
 
 
2. インクルーシブ教育システムと特別支援教育 
 
2.1. インクルーシブ教育の構築に向けた動き 
 1981 年の「国際障害者年」において、これまでの「障害者」といわゆる「健常者」を分け
る教育に異を唱え、「全ての子どもを通常学級へ」という新たな教育としての完全参加と平等を
掲げたインテグレーション教育が提唱された（内閣府、2006）。1989 年の「児童の権利に関す
る条約（子どもの権利条約）」では、「障害児の権利」として「特別の養護についての権利」と
「特別な必要」が認められ、可能な限り社会への統合及び個人の発達を達成することに資する
方法で当該児童が教育等の機会を保障されることが定められた（外務省、2017）。また 1994
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年には、ユネスコが開催した「特別ニーズ教育に関する世界会議」において、障害の有無にか
かわらず誰もが望めば地域の通常学級で適切な支援を受けながら学べるようにするインクルー
シブ教育の理念を提唱する「サラマンカ宣言」及び「特別ニーズ教育に関する行動大綱」が採
択された（国立特別支援教育総合研究所、2011）。これらにより、インクルージョンの理念や
インクルーシブ教育の概念が世界的に広まり、日本の特別支援教育にもこれらの理念や方向性
が取り入れられていった。 
2001 年には、世界保健機関（WHO）が、障害に関する国際的な分類を大幅に改定し、それ
まで 1980 年「国際疾病分類（ICD）」の補助として使われてきた「WHO 国際障害分類（ICIDH）
から、「国際生活機能分類：ICF（International Classification of Functioning, Disability and 
Health）」に変更した（図１）（厚生労働省、2002）。 
 
図１ ICIDH と ICF の概念図（厚生労働省ホームページより筆者が加工） 
 
 
ICIDH が、身体機能の障害が生活機能の障害をもたらしそれが社会的不利になるという機能
障害を発端とする一方向性の障害分類であったのに対し、ICF は、人間の生活機能と障害に関
して、「心身機能・身体構造」「活動」「参加」の３つの次元と「環境因子」「個人因子」などの
影響を及ぼす因子で構成されており、それらが相互に影響し合っていると考える。これにより、
バリアフリーやユニバーサルデザイン、のちに日本で規定された「合理的配慮」などを含めた
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疾患・変調→ 機能・形態障害→能力障害→社会的不利 
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保健・医療・福祉サービスや社会システムや技術の在り方、教育などに対し、「障害」の有無は
一つの次元に過ぎずそれが社会的障壁となるかどうかは制度や環境など他との相互作用によっ
てその人の生活に支障や困難を生じさせるかどうかで決まるという、「障害」に対する捉え方の
大きな転換をもたらした。ICF は日本の特別支援教育の在り方にも影響を与え、現行の特別支
援学校学習指導要領にも ICF の活用が述べられている（文部科学省、2009）。猶原（2018）は
ICF の考え方について「障害のある児童から、障害によるものだけに限らず特別な教育的ニー
ズを必要とする児童へ、さらには、すべての児童を対象にした教育としてインクルーシブ教育
を考えることに繋がる」としており、ICF の考え方や在り方はインクルーシブ教育ひいてはノー
マライゼーションに通じるものであるということができよう。 
2002 年には、国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）が決議した「アジア太平洋障害
者の十年」の最終年にあたることを受け、この十年をさらに十年延長し、インクルーシブでバ
リアフリーかつ権利に基づく社会に向けた行動課題「びわこミレニアム・フレームワーク」が
採択された。そこでは障害者の自助団体や親の会の推進、早期発見・早期対応と教育などが優
先政策として提示され、インクルーシブ教育推進の方向性がさらに強まった（ESCAP、2002）。 
これらの流れを受けて 2004 年には「障害者基本法」が改正され、障害のある子どもとない
子どもの交流・共同学修を積極的に進め、相互理解を促進することが規定された（内閣府、2004）。 
2006 年の国連総会本会議「障害者の権利に関する条約（通称「障害者権利条約」）」（2008
年発効）では、障害者の教育の権利を認め、教育の機会均等を確保し、インクルーシブ教育シ
ステムおよび生涯学習を確保すると定められ、インクルーシブ教育システムについては次のよ
うに規定された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
ここでも、障害は「医療モデル」ではなく「社会モデル」として捉えられ、障害は社会の相
互関係の中で制限が生じるものであるとして、インクルーシブ教育においては障害を生じさせ
る社会的障壁を払拭し共同で学ぶシステムの構築が求められた。日本はこれに 2007 年に署名
したが、当時は「私たちのことを私たち抜きで決めるな！」という当事者による意思決定を重
「「インクルーシブ教育システム（inclusive education system）,署名時仮訳：包容する
教育制度」とは、人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可
能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の
下、障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであり、障害のある者が「general 
education system」（署名時仮訳：教育制度一般）から排除されないこと、自己の生活する
地域において初等中等教育の機会が与えられること、個人に必要な「合理的配慮」が提供
される等が必要とされている」 
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視し、また国内法の整備が不十分であったためなどの理由で批准には時間を要することとなっ
た。 
これら一連の理念や制度の在り方を取り入れる形で、2008 年に公示された幼稚園教育要領、
小学校、中学校、高等学校の学習指導要領、2009 年に公示された特別支援学校幼稚部教育要領、
小学部・中学部、高等部の特別支援学校学習指導要領等には、障害のある幼児児童生徒と障害
のない児童生徒等の交流及び共同学習の実施が位置づけられた（文部科学省、2008；2009a）。
また同 2009 年には「高等学校における特別支援教育の推進について（報告）」により、それま
で制度化されていなかった高等学校における「通級による指導」についての制度化を視野に入
れた実践の必要性が示され、高等学校においても、一人ひとりのニーズにあった指導・支援の
場を確保するということが検討課題となった（文部科学省、2009b）。 
2011 年には、障害者権利条約の批准を目指して障害者基本法が大幅に改正され、障害者を「身
体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と
総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相
当な制限を受ける状態にあるものをいう」と定義した。こうして日本における障害の「医学モ
デル」から「社会モデル」への転換が法的にも位置づけられることで、インクルーシブ教育シ
ステムの構築を推進する基盤はより強くなった。 
2012 年は文部科学省が「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための
特別支援教育の推進（報告）」を提出し、障害者権利条約のインクルーシブ教育システムについ
て、共生社会の形成に向けて、障害者の権利に関する条約の理念を重視したインクルーシブ教
育システムの構築とそのための特別支援教育の推進を示した。 
ここでの特別支援教育の考え方としては、連続性のある「多様な学びの場」を用意しておく
ことが必要であり、障害のある子どもの教育の充実を図ることとして、就学相談・就学先決定
の在り方についての支援や、障害のある子どもが十分に教育を受けられるための合理的配慮及
びその基礎となる環境整備、特別支援教育を充実させるための教職員の専門性向上等が盛り込
まれた。障害のある子どもの教育の充実を図ること、障害のある子どもが地域の同世代の子ど
もや人々との交流等を通して地域での生活基盤を形成することができるよう、可能な限り共に
学ぶことができるよう配慮することなど、交流および共同学習の推進、障害者理解の推進が挙
げられた（文部科学省、2012）。 
そして2013年に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（「障害者差別解消法」）
が制定された。障害者差別解消法では、障害のある者について、社会の企業や学校などが「合
理的配慮」を行う努力義務についても示された（2016 年施行）。これにより、特別支援教育に
おいても、制度や環境等の社会的障壁による差別を解消するというインクルーシブ教育の視点
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が法的に導入され、各学校はより一人ひとりのニーズにあった適切な対応を工夫して実践する
こととなった。本学では、この対応に関しては障害者差別解消法が制定される前から行ってい
たが、この法律の成立以降、障害学生支援推進委員会や学生部（学生相談室）、各学部教務課な
どの関係部署がより協力体制を取り率先して、特別なニーズを必要とする学生への相談や配慮
願いによる担当教員への周知、学修環境の整備などを進めている。 
これらの法整備等を終えて、「障害者権利条約」について日本は 2014 年に世界で 141 番目と
なる大変出遅れた形での批准を行った。これにより、日本における障害者の権利保障に関する
制度・体制が一応確立した。 
この後さらに合理的配慮やユニバーサルデザイン等インクルーシブ教育における特別支援教
育を進めるために、文部科学省（2015）は「心のバリアフリー学習推進会議（報告）」以降、「学
校における交流及び共同学習を通じた障害者理解（心のバリアフリー）の推進事業」や 2017
年に決定された「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」（ユニバーサルデザイン 2020 関係閣
僚会議、2017）等などで、全国で「心のバリアフリー」教育を展開していくための交流及び共
同学習の推進と普及に取り組んでいる。 
2016 年には「高等学校における通級による指導の制度化及び充実方策について（報告）」が
取りまとめられ、高等学校における「通級による指導」の制度化が提言された。同年 12 月の
学校教育法施行規則等の改正の中では、高等学校における「通級による指導」が導入されるこ
とが定められた。これにより、高等学校においても一人ひとりの教育ニーズに応じた合理的配
慮を行うことが制度的に可能となった（文部科学省、2016）。 
2018 年には「障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児児童生徒の交流及び共同学習等の推
進について(依頼)」が提出され、障害のある人とない人との交流及び共同学習の普及促進、教
職員の研修の充実、ネットワーク形成の促進などが求められた（文部科学省、2018b）。 
 
2.1. インクルーシブ教育システムで捉えた特別支援教育の課題 
これまでに概観したように、「障害者」をめぐっての教育は、まず「障害者」の定義が変わり、
より多くの障害のある者が「障害者」として定義される一方で、障害の有無にかかわらず「一
人ひとりの教育的ニーズ」に適切に対応するための制度や組織、取り組みなどが多数取り決め
られる形で発展してきた。これらはより大きな概念であるインクルーシブ教育システムの中で
捉えられることで進められ、特にその指導・支援の場については、特別支援学校、特別支援学
級のみならず、交流・共同学習、通級による指導など多様になった。 
しかし日本の特別支援教育は、例えばこの教育の在り方に多様性を持たせたことで、むしろ
特別のニーズを持つ子どもが「特別な場」にエクスクルージョンされる形で分離を加速させた
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との指摘もある（古屋ら、2009）。実際に、2017 年 5 月時点で義務教育段階の全児童生徒数は
減少傾向にあるにも関わらず、特別支援教育に関わる在籍者数は増加傾向にあり、特別支援学
校の在籍者数は約 7.2 万人（10 年で 1.2 倍）、特別支援学級の在籍者は約 23.6 万人（2.1 倍）、
通級による指導の在籍者は 10.9 万人（2.4 倍）となっている（内閣府、2018）。特別支援学級
や通級による指導における増加については一人ひとりの教育的ニーズに応じた形での指導・支
援が行われていることに起因すると推察できるが、特別支援学校の在籍者数の増加は分離教育
が加速されたという見方も可能だからである。このようなことも考慮しつつ、複雑化・多様化
した一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援に関してインクルーシブ教育システムの中
でそれを推進していくためには、制度の改善とともに、それを実践していく教職員の専門性の
向上が必須である。 
例えば 2007 年度から施行された改正学校教育法等により、特別支援学校は、医療、福祉、
労働等の関係機関との連携を図った個別の教育支援計画の作成・活用、地域の小・中学校等へ
の支援など、特別支援教育のセンター的機能を果たすことが求められており、これまでにない
新たな仕組みに対応するための専門的な知識や技能が必要となっている（文部科学省、2007）。
このような状況において、特別支援学校の教員には「特別支援学校教諭免許状」を有していな
い者もおり、また特別支援学級や「通級による指導」を行う教員は特にその免許がなくても指
導を行う可能性が高く、さらには普通学校・学級においても「特別な教育的ニーズ」は常に存
在しているため、教職員全体の知識・技能の底上げは急務の課題である。 
 このほか、2008 年 1 月の中央教育審議会答申においては、特別支援学校の教員の専門性の
向上を図るため、国や都道府県等における研修や校内研修の充実などの施策を一層推進するこ
とが示されたことに加え、教育基本振興計画や重点施策実施５か年計画等においても、教員の
専門性の向上のための取組を推進することなどが明記されている（文部科学省、2008）。 
学校における実際の特別な支援を必要とする子どもへの対応の必要性に伴い、現場の教職員
だけでなく、教員養成課程段階においてもインクルーシブ教育システムや特別支援教育に対す
る理解は必要であり、教員養成段階で培われた認識がインクルーシブ教育や特別支援教育にお
ける教育観を創っていくといっても良いだろう。 
 
 
3. 教職課程における「特別支援教育」 
 
3.1. 「特別支援教育」に関わる内容の必修化  
 「障害」に関する科目の必修化に関しては、1997 年の「新たな時代に向けた教員養成の改善
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方策について（教育職員養成審議会・第一次答申）」における「特殊教育に係る内容の必修化」
の中で示された。そこでは、「障害のある子どもたちの心身の発達及び学習の過程に係る内容を、
現行の「幼児、児童又は生徒の心身の発達及び学習の過程に関する科目」の中に含めるべきこ
とを制度上明記し、すべての学校段階に属する教員の特殊教育に関する理解を深めることとす
る。」とされ、翌年の教育職員免許法改正に伴う「教育職員免許法施行規則」において定められ
た（文部科学省、1997a；1998）。これにより、全ての教職課程を持つ大学は、そのカリキュ
ラムの中に「障害」に関する内容を含めることが義務づけられた。つまり特別支援教育が実施
される前から、教職課程においては「障害」についての理解が必修であったということである。
しかしながら、これは「幼児、児童又は生徒の心身の発達及び学習の過程に関する科目」の中
に含まれるべき項目の一つであり、一つの科目として必修化されたわけではなかったため、少な
くとも 2011 年度は 66.7%大学がその項目を含めていなかったことが確認されている（加藤、
2013）1。 
 またこの時期に特筆すべきこととしては、「小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る
教育職員免許法の特例等に関する法律」いわゆる「介護等体験特例法」（1997 年成立、1998
年施行）に伴って、1998 年 4 月以降の入学者より、特別支援学校に 2 日間、社会福祉施設に 5
日間程度の計 7 日間の「介護等の体験」が義務づけられたことである。これにより、小・中学
校の教員免許を取得予定の学生はすべて特別支援教育の現場を体験することになった（文部科
学省、1997b）。ただしこの「介護等の体験」はあくまでも「体験」の域を出ず、教育実習とは
質・量ともに異なっている。しかしながらこのような現場を体験することは、教育や人間の本
質に触れ、「障害」や特別支援教育に対する理解のみならず教育愛や教育観などの資質向上にも
生かすことが期待できるものである。 
その後、文部科学省は、2012 年に「特別支援教育を充実させるための教職員の専門性向上等」
を発表した。本学では、特別支援教育教諭免許状に関わる教員養成課程がないため一般の教職
課程で求められる事項に関してのみ引用すると、「インクルーシブ教育システム構築のため、す
べての教員は、特別支援教育に関する一定の知識・技能を有していることが求められる。特に
発達障害に関する一定の知識・技能は、発達障害の可能性のある児童生徒の多くが通常の学級
に在籍していることから必須である。これについては、教員養成段階で身に付けることが適当
である」とし、「「合理的配慮」については、特別支援教育に関わる教員の専門性として位置付
けていくことが必要である。まず、これを特別支援教育に関わる教員が正しく認識して取り組
                                                          
1 加藤は、課程大学認定大学実施視察における「障害」に関する事項の指摘の有無によって 2011 年度まで
の導入率を確認したが、筆者がその後を確認したところ 2012 年度以降の実施視察結果では各事項について
の表記はなく一般化されて記述されており、それが「障害」に関する事項についてかどうかは判別できな
くなっている。そのため、ここでは 2011 年度までの加藤の結果を引用した。 
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むとともに、すべての教員が認識することが重要である」とされ、必修化も視野に入れた提言
がなされた（文部科学省、2012）。 
一方、2017 年の「特別支援教育体制状況調査」によると、小・中学校では「校内委員会」の
設置、「特別支援コーディネーター」の指名は「実態把握」とともにほとんどの学校でなされて
おり、校内の支援体制は整備が進んでいるといえる。また、「個別の指導計画」の作成や「個別
の教育支援計画」の作成についても、作成する必要のある該当児童・生徒がいる学校では 90％
以上の学校で作成がされており、校内の支援体制での取り組みに成果があることが見て取れる。
「巡回相談」「研修」に関しても 80％前後の学校で実施されている。しかしながら高等学校に
おいては、「校内委員会」の設置や「特別支援コーディネーター」の指名、「実態把握」などは
85％前後の割合でなされているものの「個別の指導計画」の作成や「個別の教育支援計画」の
作成については 70％前後、「巡回相談」は 42％であるなど、さらなる支援体制の強化が望まれ
ることが分かる（文部科学省、2018a）。 
翻って教職課程における学修に関しては、2017 年「教育職員免許法施行規則の一部改正」が
行われ、教職課程において「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解」を新
しく必修の学習事項として 1 単位設置し、これによって 2019 年 4 月以降の入学者よりすべて
の教職課程で特別支援教育に関する科目を単位修得することが必修条件となった（文部科学省、
2017）。 
そこではまた、「学生の段階で継続的に学校における特別支援教育を経験することは、実践的
指導力を身に付けるという観点から効果がある」、「親の会等の障害者関係団体、NPO 等が開
催するキャンプ等に参加することは、障害のある子どもの状況を理解できるようになるという
効果がある」、「障害者の言語・コミュニケーションの手段の習得や補装具等について知識を身
に付ける研修の充実を図るとともに、そのための教材の充実を図っていく必要がある」として、
「教員養成段階において、聴覚障害の学生がいると学生は手話を覚え、視覚障害の学生がいる
と点字を覚え、肢体不自由の学生がいれば介助の方法を理解するなど、それぞれ支援を通じて
周囲の学生の理解が深まる」あるいは「コミュニケーション方法について教えることについて
充実を図ることも考えられる」など学生の各種活動への参加を重視し、各大学がそのような活
動に対して単位付与するなどのシステムや内容の検討も可能であるとしている。つまり、全て
の教職志望学生は、特別支援教育の制度や理念について理解し、障害のあるなしに関わらず特
別なニーズを持つ子どもの障害・特徴の理解や、対応方法を体験等も含めて学修することが求
められ、障害のある子どもや関係団体などにおいて実践的指導力を身につけることが望まれる
ようになったということである。2007 年の特別支援教育開始 15 年後になってようやく特別支
援教育に関する科目を 1 単位修得した学生が教員として現場に出ることになるのは対応として
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は遅れた感が否めないが、それでもこの必修化は重要な役割を担っていると考える。 
 
3.2. 教職課程コアカリキュラムにおける「特別支援教育」 
 文部科学省は 2017 年に、特別支援教育に関する科目を必修化したのみならず、教職課程で
修得すべき資質能力をコアカリキュラム化した「教職課程コアカリキュラム」を公表した。特
別支援教育に関しては、「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の理解」として、2019
年度より全国の教職課程において実施されることになっている。具体的なコアカリキュラムの
内容を示す（文部科学省、2017）。 
 
「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の理解」 
【全体目標】 
通常の学級にも在籍している発達障害や軽度知的障害をはじめとする様々な障害等によ
り特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒が授業において学習活動に参加している実
感・達成感をもちながら学び、生きる力を身に付けていくことができるよう、幼児、児童及
び生徒の学習上又は生活上の困難を理解し、個別の教育的ニーズに対して、他の教員や関係
機関と連携しながら組織的に対応していくために必要な知識や支援方法を理解する。 
（１）特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の理解 
【一般目標】 
特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の障害の特性及び心身の発達を理解する。 
【到達目標】 
１）インクルーシブ教育システムを含めた特別支援教育に関する制度の理念や仕組みを理
解している。 
２） 発達障害や軽度知的障害をはじめとする特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の
心身の発達、心理的特性及び学習の過程を理解している。 
３）視覚障害・聴覚障害・知的障害・肢体不自由・病弱等を含む様々な障害のある幼児、児
童及び生徒の学習上または生活上の困難について基礎的な知識を身に付けている。 
（２）特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の教育課程及び支援の方法 
【一般目標】 
特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する教育課程や支援の方法を理解する。 
【到達目標】 
１） 発達障害や軽度知的障害をはじめとする特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に
対する支援の方法について例示することができる。 
２）「通級による指導」及び「自立活動」の教育課程上の位置付けと内容を理解している。 
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３） 特別支援教育に関する教育課程の枠組みを踏まえ、個別の指導計画及び個別の教育支援
計画を作成する意義と方法を理解している。 
４）特別支援教育コーディネーター、関係機関や家庭と連携しながら支援体制を構築するこ
との必要性を理解している。 
（３）障害はないが特別の教育的ニーズのある幼児、児童及び生徒の把握や支援 
【一般目標】 
障害はないが特別の教育的ニーズのある幼児、児童及び生徒の学習上又は生活上の困難とそ
の対応を理解する。 
【到達目標】 
１） 母国語や貧困の問題等により特別の教育的ニーズのある幼児、児童及び生徒の学習上又
は生活上の困難や組織的な対応の必要性を理解している。 
 
 これによると、大きく 3 つを柱として学修することが求められている。個別の教育的ニーズ
への対応としての組織的連携等については、まずは知識として理解し介護等体験や教育実習、
ボランティア等でそれらを確認し実際に連携を行っていくことになると思われるが、そもそも
「特別の支援を必要とする子ども」や「障害はないが特別の教育的ニーズのある子ども」をど
のように理解するかということについては、知識としての「障害理解」のみならず体感として
の「障害理解」が必要だと考える。望月（2015）は教職課程での特別支援教育を実践すること
に必要な教師の能力を育成させるための教育内容と方法については具体的に示されていないと
して、養成段階に求められる能力についての先行研究を行い教員養成教育の実践に向けて「子
どもの発達に関する理論および障害特性に応じた指導法に対する理解」「学校教育における特支
教育の位置づけに関する理解」の必要性を挙げ、さらに「同僚との関係づくりのためのスキル」
の獲得が必要であることにも言及した。このコアカリキュラムにはこれらの事項が含まれてお
り、教員が身につけるべき教育内容の大枠はパブリックな共通理解として提示されたと言える。
しかしながら、具体的な方法については明示されておらず、質的・量的に個々の教員に任され
る形となっている。したがって「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の理解」を担当
する教員は、それぞれが独自の方法においてこれを学修させていく必要がある。 
 
 
4. 「疑似体験」を使った特別支援教育の理解 
 
4.1. 「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の理解」の方法 
教員として、特別なニーズを持った子どもに対する実践的指導力を身につけるためには現場
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に出て実践するのが確実ではあるが、教職課程の学生にあっては、いきなり特別支援教育の現
場にて対応をさせるということは無謀であり、丁寧な障害・特徴の理解がまず必要であると考
える。徳田（2003）は、子どもの障害理解について 5 つの発達段階を示し、年齢や学年に合っ
た内容を検討する必要があるとした。5 つの発達段階は①気づきの段階：障害のある人に気づ
き、親しみをもつ段階、②知識化の段階：自分との差異を知る段階、③情緒的理解の段階：②
と並行して、障害児・者との直接的・間接的な接触を通して、障害のディスアビリティやハン
ディキャップを「こころで感じる段階」、④態度形成段階：②と③の段階を経て、体験に裏づけ
られた知識や障害観、障害者への適切な態度の形成、⑤受容的行動の段階：生活場面での受容
と援助行動の発現、である。これは子どもの障害理解についての段階ではあるが、教職を志望
する学生についても応用が可能であろう。特別支援教育を理解し自ら支援者となり指導してい
くために、学生はこれらの段階を経ながら学生個人の理解としての「障害理解」とともに、教
師という立場で将来的にどのように障害を持った子どもを支援しあるいは全体に対して障害理
解を指導していくかという視点での「障害理解」を同時並行的に行っていく必要がある。その
ためにも、芝田（2013）が強調しているように、障害理解教育は人間理解を基礎として、表面
的でバーバリズム的な理解ではなく心情的な理解が必要である。障害理解教育の授業方法とし
ては、教材（教科書・教材・絵本、テレビ番組）の活用や、疑似障害体験、障害児・者との交
流、講演・見学を挙げているが、なかでも疑似障害体験は不可欠であると述べている。障害の
疑似体験に関する研究は分野も領域も多く、またその内容も多様であるため、次節では、教職
課程における障害の「疑似体験」について概観することとする。 
 
4.2. 「疑似体験」を使った障害理解プログラムについての調査 
日本でどのくらい障害の「疑似体験」に関する研究が行われているかを概観するために、国
立情報学研究所が運営する学術情報サービス CiNii による学術論文検索サービスを使用して、
「障害」「疑似体験」のキーワードで AND 検索を行った2。結果 111 件の論文がヒットした。
そのうち、同タイトルによる重複 2 件、同一の「疑似体験」について別タイトルで書かれたも
の 1 件、「疑似体験」のキーワードは使用していても「疑似体験」をしていないものや明らか
に関係のないもの 30 件、機器や補装具などの開発に関するもので教育とは関連がないもの 9
件を除き 69 件の文献を得た。この 69 件について「疑似体験」の内容や対象を調査した。 
                                                          
2 国内で実施されている障害疑似体験の利用実態については、松原・佐藤（2005）が 1984 年 8 月以降の
朝日新聞および 1986 年 9 月以降の読売新聞それぞれの地方版・全国版の朝刊と夕刊に掲載された障害疑
似体験に関わる新聞記事についての分析が詳しい。本稿では、疑似体験の利用実態ではなく特に特別支援
教育に関する教育領域でどのような視点のもとに疑似体験が行われまたどのような結果が得られたかとい
うことに関連して、他領域を含めた疑似体験との比較も含めた概観を行うため文献での調査とした。 
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表 1 「障害」「疑似体験」の関連文献と疑似体験の内容および対象 
年 著者名 論文名 内容 対象  
2018 野住 地域の情報 公立中学校における障害理解授業の実践報告 ― 中学生 〇 
2018 赤瀬川 保育学生を対象として実施した「LD・ADHD 等の心理的疑似
体験プログラム」の効果検証 LD・ADHD 大 ● 
2017 安倍 他 福祉教育授業モデル動画コンテンツの作成 : ラーニング・コモ
ンズの活用を手がかりに 視・体 教材作成 〇 
2017 庄司 疑似体験を通した障害理解 : コミュニケーションの障害を中
心に コ・視・聴 学生など 〇 
2017 早貸 他 課題研究につながる障害理解の発展的プログラム: 「ともにい
きる」講座の実践報告 第 3 報 とまとめ 体・聴・視 高校生 〇 
2017 下村 
保育士養成課程及び養護教諭養成課程の女子大学生における
「新版 LD・ADHD 等の心理的疑似体験プログラム」使用によ
る発達障害の理解 
LD・ADHD 大・教職 ● 
2017 仁木 他 汎用性の高い体験型実習モデル（服薬不自由体験）の提案 体・視・嚥下 大・薬学 ◇ 
2016 三谷 他 ライフデザイン支援モデルに基づく発達障害の疑似体験プロ
グラムの有効性に関する研究 発達 大・教職 ● 
2016 日高  高等教育における障害学生支援にむけた障害の理解と体験学
習の試み : 聴覚障害の心理的疑似体験の実践 聴 大・障害学生 〇 
2015 西館 他 総合的な学習の時間における視覚障害理解教育モデルの作成
（4）視覚障害者の援助について考える取り組みを通して 視 小学生 〇 
2015 都築 他 教員養成系大学における障害の理解・啓発及び体験学習の実践 視・聴・LD 大・教職 ● 
2015 髙橋 他 千葉県理学療法士会での小学校体験学習活動報告 高 小学生 〇 
2014 保坂 他 
LD 等の発達障害の理解のための疑似体験ワークショップにお
ける「新版 LD・ADHD 等の心理的疑似体験プログラム」の検
討 : 参加者による自由記述を含めた評価アンケート結果の分
析 
LD・ADHD プログラム検討  
2014 鈴木 聴覚障害生徒を対象とした『難聴擬似体験プログラム』の実践 : 
生徒の障害認識にかかわって コ・聴 高校・大・教員 〇 
2014 昆 他 介護支援専門員との連携の重要性を示唆した緑内障患者の一
例 視 介護職員 ◇ 
2013 辻野 他 新研修医オリエンテーションへの高齢者・障害者疑似体験の導
入 高 医師 ◇ 
2013 内田 他 障害者スポーツ実習と障害疑似体験における障害理解の差異
の検討 体 大  
2012 谷内 他 地域における「障害理解プログラム」の実施に関する一考察 視・聴・体 プログラム検討 
2011 古市 他 早期体験演習における看護学生の老年看護に関する学び 高 学生・看護 ◇ 
2011 中村 他 工学教育における高齢者・障害者等の疑似体験を組み入れた教
授法の開発 高・障 大・工学 □ 
2011 松原 他 障害疑似体験の再構成 : 疑似体験から協働体験へ 視・体 大 
2011 西尾 他 視覚障害疑似体験を活用した設計教育プログラムによる教育
的効果の検討 視 大・工学 □ 
2010 ヤンセン― バーチャル AD/HD--注意欠陥/多動性障害児の世界を疑似体験
（医工連携を歩く（第 9 回）） ADHD ―  
2010 相良 他 視覚遮断が人の行動に与える影響の実験的研究 視 大・工学 □ 
2010 中谷 他 運輸・接客業従事者の介助体験に基づく障害者疑似体験教室の
実践と効果 ― 社会人  
2010 松田 視覚障害疑似体験の有効な実施方法に関する一考察--疑似体験
の授業を通した事例より 視 ―  
2010 敷島 疑似体験を通して伝える知的障害・発達障害の子ども（人）の
気持ち（特集 見えにくい・わかりづらい障害へのアプローチ）知・発達 ―  
2010 川村 他 看護学生に日本版バーチャルハルシネーションを用いた体験
学習による統合失調症患者への印象の変化 幻覚 大・看護 ◇ 
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年 著者名 論文名 内容 対象  
2009 愛知県― 障害特性を疑似体験する校内研修会プラン（特集 こんな校内
研修会プランならまた参加したい!） ― 教員 〇 
2009 藤井 他 視覚・聴覚障害をもつ認知症高齢者の疑似体験を通して--疑似
体験から見えてきた患者のおかれた世界と私たちの課題 視・聴 医療関係 ◇ 
2009 [エビ]澤 他 理学療法教育における脳血管障害片麻痺の疑似体験が患者の
退院後の日常生活動作能力の推測に及ぼす効果 体 障害者本人 ◇ 
2009 渡邉 7 視覚障害者および高齢者疑似体験学習の教育効果（一般講演
抄録,平成 20 年度明倫短期大学学会報告） 視・高 大・歯科衛生士 ◇ 
2009 金城 車椅子疑似体験学習における障害のある方の参加の意義 体 大・OT ◇ 
2009 西川 アスペルガー症候群と特別支援教育--アスペルガー症候群の疑
似体験を通じて臨床心理的視点を学ぶ授業実践 ｱｽﾍﾟﾙｶﾞｰ 大・教職 ● 
2008 保坂 他 
LD 等の発達障害の理解のための疑似体験ワークショップにお
ける「新版 LD・ADHD 等の心理的疑似体験プログラム」の検
討--参加者による評価アンケート結果の分析 
LD・ADHD プログラム検討   
2008 金城 <研究報告>異学年で構成する小集団による車いす疑似体験学
習の成果 体 大・OT ◇ 
2008 杉野ゼミ 障害理解研修の効果測定 : 障害疑似体験と障害平等研修の比
較実験（社会学部設立 40 周年記念特集） 視 大  
2008 橋本 他 小学生への出前授業 体 小学生 〇 
2007 青木 他 
老年看護学演習における加齢変化および障害擬似体験による
学習効果--「レクリエーション企画・実践」演習後のレポート
分析から 
高 学生・看護 ◇ 
2007 高木 家庭科授業の理解を図る教育法プログラムの検討 高・妊・体 大・教職 ● 
2006 長島 他 
障害疑似体験・介護体験演習が学生に及ぼす学びの質的分析 : 
右片麻痺・嚥下障害疑似体験・食事介護体験の演習で学習され
ている内容 
体・嚥下 大・CW ◇ 
2006 石田 形態別介護技術演習（内部障害）における当事者参加型フィー
ルド授業の教育効果について 体 大・介護 ◇ 
2006 徳田 擬似体験学習の教育効果 体 大・PT ◇ 
2005 横山 失語症理解のための疑似体験学習の意義 失語症 看護師・介護職員 ◇ 
2005 石川 他 心と身体の科学 : 揺らぎを通して多角的に学ぶ（新教科群 2），III.高校新教科群の取り組み） 視・食事 高校生 〇 
2005 杉野 他 障害疑似体験の自省的考察:体験者と実施者の意識調査から ― ― 
2005 古田 地域における高齢者及び障害者疑似体験を導入した教育方法 高・体 地域 
2005 渡邊 他 中途視覚障害者のための超短期入院リハ 視 障害者家族 ◇ 
2005 高野 障害者擬似体験を導入した教育方法の効果について 高 大・PT ◇ 
2004 二重作 他 実践報告 看護学生の視覚障害者を理解するための教育方法の
検討--疑似体験による感想文の分析 視 学生・看護 ◇ 
2003 佐藤 他 新教科群 : 心と身体の科学（IV.中学選択プロジェクト・高校
新教科群） 体・食事 高校生 〇 
2003 齋藤 他 障害擬似実習で学生が体験できる生活能力と自立して遂行可
能な日常作業 体 大・OT ◇ 
2003 柴田 かんくリレー 中等科研修で実施した「高齢者・障害者疑似体
験」について 高・障 教員 〇 
2003 安川 視覚障害の疑似体験を通して 視 ― 
2003 峠 
兵庫県・介護老人保健施設恵泉 職員自ら HRC 装具で疑似体験
し利用者個々にあったケアプランを（特集 高齢者の視覚的課
題）--（視覚障害者への取り組み--介護現場からの報告） 
高 介護職員 ◇ 
2003 福田 他 疑似体験授業についての一考察 -視覚障害者への理解- 視 大・歯科衛生士 ◇ 
2002 川口(春日)他 家庭科における障害者が関わる授業について&mdash;視覚障
害者の立場から&mdash; 視 体験談による模索 〇 
2002 松田 当事者評価にもとづく障害疑似体験の検討と「障害理解」プロ
グラムの改善 視 中学生 〇 
2001 長尾 他 高齢聴覚障害の疑似体験による学生の対応方法の変化 聴 大・看護・介護 ◇ 
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年 著者名 論文名 内容 対象  
2001 河内 卒業研究論文 聴覚障害を学ぶ Web 教材--仮想疑似体験 聴 教材作成 
2000 橋本 建築人間工学の視点からみた障害者の動作域の研究及び擬似
体験教育--聴覚・視覚障害学生の連携による共同授業の一試み 視 障害有大学生 □ 
1999 中村 他 老年者疑似体験の学習効果についての検討 : 臨地実習での老
年者とのかかわりからの評価 高 大・看護 ◇ 
1999 山川 他 実数乗ノルムに基づく数量化分析 3類によるシニアシミュレー
ションの評価 視・聴・体 大  
1998 橋本 「人間工学・建築計画の授業を通して、住空間を考え創る」－
体験型授業の有効性についての一考察－ 高 大・建築 ◇ 
1997 矢田 「盲ろう疑似体験」の可能性（特集 視覚障害の理解のために--
疑似体験） 視・聴 ―  
1997 中野 視覚障害の理解と疑似体験--ロービジョン（特集 視覚障害の理
解のために--疑似体験） 視 ― 
 
1997 坂本 盲の疑似体験（特集 視覚障害の理解のために--疑似体験） 視 ―  
1997 増茂 ハンディについて考える学習の試み--視覚障害者疑似体験と車
椅子を使った授業から 視・体 中学生 
〇 
※1：著者の後に―があるものは総称を省略してある。内容と対象に―があるものは、検索上では不明の箇所。 
※2：それぞれの略記号における疑似体験内容の代表例は次の通り。 
「視」視覚障害：アイマスク、矯正された眼鏡、白杖、読みにくい・見えにくい資料 
「聴」聴覚障害：ヘッドフォン、耳栓、イヤマフ、聞き取りにくい資料 
「体」「障」肢体不自由・身体の障害、：車椅子、杖、身体に装着する器具（装身具） 
「コ」コミュニケーション障害：読みにくい・見えにくい資料、聞き取りにくい資料、分かりづらい資料 
「高」高齢者、障「障害者」：車椅子、装身具を使った生活場面での体験 
「LD・ADHD」「発達」発達障害、「ｱｽﾍﾟﾙｶﾞｰ」ｱｽﾍﾟﾙｶﾞｰ障害：分かりづらい資料 
「知」知的障害：不明 
「幻覚」：バーチャルハルシネーション 
※3：大学生は「大」、そのうち介護福祉を学んでいる者は CW、理学療法を学んでいるものは OT と略記した。 
※4：●教職課程、〇教職以外の教育領域、◇医療。福祉領域、□建築・工学領域での疑似体験を表す。 
 
 
 69 件のうち、医療・福祉領域で行われた「疑似体験」は 23 件、小・中学校、高等学校、教
員研修、教材開発等、教育領域で行われた「疑似体験」については 21 件（そのうち教職課程
で行われた「疑似体験」は 6 件）、建築・工学領域で行われた「疑似体験」が 4 件、それ以外
が 16 件であった。 
教職以外の教育領域で行われた 21 件のうち「疑似体験」の内容が判別できたものについて
は、視覚障害に関するものが 8 件、身体の不自由に関するものが 5 件、聴覚障害に関するもの
が 3 件、コミュニケーションに関するものが 2 件、障害者、高齢者、食事に関するものが各 1
件であった。教職課程で行われた 6 件の「疑似体験」の内容は、1 件が「家庭科」の教科指導
を対象としたもので、高齢者、妊婦、母親、身体の不自由に関する「疑似体験」が行われてい
たが、それ以外は LD・ADHD、アスペルガー障害、発達障害が 4 件、視覚障害、聴覚障害、
LD についての疑似体験を行っているところが 1 件であった。 
このことから、教職課程以外の教育領域では、視聴覚機能に関わる障害や肢体不自由・高齢
者など身体機能の障害に関する「疑似体験」が多く行われていることが分かる。つまり教育現
場では「目に見えやすい障害」を対象としており、機器を装着したり特殊な環境を作ったりし
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た上で行われるものが多いということが言える。一方、教職課程では発達障害に関する「疑似
体験」が多くなされていることが分かったことから、「目に見えにくい障害」を対象としており、
特別支援教育の中でも「特別の教育的ニーズを持つ子ども」の理解に焦点が置かれているとい
うことが分かる。 
 教職課程の「疑似体験」が発達障害に偏っていることについては、「特別の支援を必要とする
幼児、児童生徒の理解」からは外れるものではなく、むしろ現場でより対応が多い対象につい
ての理解が重要であるとの認識から行われているものだと推測できる。とはいえ、教育現場と
教職課程で行われている「疑似体験」の内容が大きく違うことについては注意が必要であろう。
また、教職課程で行われた「目に見えない障害」についての「疑似体験」の方法は、2 件（赤
瀬川、2018；下村ら、2017）については日本 LD 学会及び特別支援教育士認定協会が開発した
教材を使用し、教員はこれに関する「LD・ADHD 等の心理的疑似体験プログラム講師認定講
習」を受けたのちに学生に提供をしている。つまり専門的講習を受けた者のみがこの「疑似体
験」を使って指導可能であり、疑似体験授業における専門性とそれを受ける学生の疑似体験の
質の深さは期待できるものの学生が将来的に「障害理解」を児童生徒に教える際にこの「疑似
体験」を使用することはできず、学生が心情的に「障害理解」をしても再現が困難である可能
性がある。また別の 1 件については「人数分より少し多いクッキーを配る状況」（西川、2009）
など、一般的にも「困り感」の起きやすい状況を想定した「疑似体験」もあったが、日本 LD
学会等の教材を含め、多くは「あえて」読みづらい・見えにくい、聞き取りにくいという「人
工的に作られた分かりにくい資料や状況」を提供して「疑似体験」を行っており、依然として
「疑似体験」をする側の中にそのような状況は現実場面では生まれにくく「障害や特別のニー
ズがある子どもは自分とは違う」「かわいそう」など第三者的姿勢での学修する可能性が拭いき
れない。このような「疑似体験」に対する批判は多くの研究でなされている（ex.早貸ら、2016；
芝田、2013；谷内、2012；松原・佐藤、2011；岩田、2006）。さらに、コアカリキュラムでは
「障害はないが特別の教育的ニーズのある子ども」の把握や支援についても理解する必要があ
ることが示されているが、母国語や貧困の問題、不登校、いじめ、非行、未熟な保護者による
養育や虐待、LGBTQ＋など特別のニーズがある子どもは多岐に渡っており、これらの子ども
の理解については従来の「疑似体験」では理解が困難または不可能である。にもかかわらず、
障害の「疑似体験」は多くの益をもたらす。障害の「疑似体験」の目的は、「障害児・者の生活
における不便性・困難性を理解すると同時にその不便性・困難性を克服できる可能性があると
いうポジティブな側面の理解」が必要であり、「共に考えるという姿勢」の育成が重要である（芝
田、2013）。インクルーシブな視点で特別支援教育を理解するためにも、「誰の身にも起こりう
る」という感覚のより強い「疑似体験」プログラムの開発を行うことが必要であろう。 
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5. まとめと今後の課題 
 
日本は「障害」のある子どもへの教育について、その社会的ニーズや本人のニーズによって、
「障害」そのものの定義を変えつつ「特殊教育」から「特別支援教育」へと発展した。それら
はインクルーシブ教育システムの推進に伴って、より一人ひとりの教育的ニーズに適した教育
を保障するように改革が進められてきている。インクルーシブ教育システムにおける特別支援
教育推進のためには、教職課程においてもその理念や制度とともに障害のある子どもについて
の理解や対応を学修し、教員としての即戦力を養っていく必要がある。これは 2019 年 4 月入
学の教職希望学生より、特別支援学校教諭免許状取得かどうかに限らず全ての教員免許状取得
者が持つべき資質能力として位置づけられたが、この資質能力を育成するための方法は科目の
担当教員に委ねられている状況である。「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒の理解」
についてまず必要な「障害理解」に関しては色々な方法があるが、障害の「疑似体験」は不可
欠の方法である。しかしながら、留意して実施しないとデメリットが大きく、また現行で行わ
れている「疑似体験」は機能障害を疑似体験することが多いため、第三者的に捉えて終わると
いうおそれもある。「疑似体験」においてはどのような「疑似体験」をどのように行うのかが非
常に重要であり、インクルーシブな視点からの体験と理解が求められる。今後は、このような
デメリットに留意しつつ、機能的障害という考え方から離れたインクルーシブな視点での人間
理解としての「疑似体験」プログラムを作成することなどを通して、特別支援教育の理解と支
援に貢献していくことが課題の一つとして挙げられる。 
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